
オンラインモール等の取引デジタルプラットフォーム（取引ＤＰＦ）において、危険な商品の流通や販売業者が特定
できず紛争解決が困難になるといった問題が発生。これに対応し、通信販売取引の適正化及び紛争解決の促進に関し
取引ＤＰＦ提供者の協力を確保し、消費者の利益の保護を図ることを目的とする法律を制定。

• 内閣総理大臣は、重要事項（商品の安全性の判断に
資する事項等）に著しく事実に相違等する表示があ
り、かつ、販売業者等による表示の是正が期待でき
ない場合、取引ＤＰＦ提供者に対し、販売業者等に
よる取引ＤＰＦの利用の停止を要請することが可能

• 消費者が損害賠償請求等を行う場合に必要となる
販売業者等の情報の開示を請求できる権利を創設

取引デジタルプラットフォームを利用する消費者の利益の保護に関する法律 概要

• 取引ＤＰＦ提供者からなる団体、消費者団体、関係行政機関等により構成される官民協議会を組織し、
取組状況の共有等の情報交換を実施

• 消費者等が内閣総理大臣（消費者庁）に対し取引ＤＰＦを利用する消費者の利益が害されるおそれがある旨を
申し出て、適当な措置の実施を求めることができる申出制度を創設

（４）官民協議会（第６条～第９条）／申出制度（第10条）

（※）消費者が取引ＤＰＦ提供者に開示を請求するもの。なお、
損害賠償請求額が一定の金額以下の場合や不正目的の請求の
場合は対象外

• 取引ＤＰＦを利用して行われる通信販売取引の適正化及び紛争の解決の促進に資するため、
以下の①～③の措置の実施及びその概要等の開示についての努力義務（具体的な内容については指針を策定）
① 消費者が販売業者等と円滑に連絡することができるようにするための措置
② 消費者から苦情の申出を受けた場合の販売条件等の表示の適正を確保するための措置
③ 販売業者等の特定に資する情報の提供を求める措置

（３）販売業者等に係る情報の開示請求権（第５条）（２）取引ＤＰＦの利用の停止等に係る要請（第４条）

（１）取引ＤＰＦ提供者の努力義務（第３条）
法の内容

※施行の状況及び経済社会情勢の変化を勘案し、施行後３年を目途に検討

（※）要請に応じたことにより販売業者等に生じた損害につい
ては、取引ＤＰＦ提供者を免責

（令和３年４月28日成立、同年５月10日公布、令和４年５月１日施行）
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